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３次取りまとめの構成案

０．はじめに
・作業チームにおける検討の概要（背景・趣旨・目的）

１．本取りまとめにおいて検討した課題・論点
・ブロードバンド等代替（IPユニキャスト方式）に関する実現可能性の検討

・品質・機能に関する課題・論点（２次取りまとめ時点）

・実装にあたっての課題・論点（２次取りまとめ時点）

２．ＩＰユニキャスト方式の代替プラットフォームにおける
受容性等の検証（令和５年度実証事業）
Ⅰ フィールド調査

・総合的な受容性評価

・要素別分析

Ⅱ 机上検討

Ⅲ ブロードバンド等代替に関する基礎的調査

３．ＩＰユニキャスト方式による放送の代替に関する品質・機能等の
基本的な枠組み
Ⅰ 作業チームにおける「品質・機能」の位置づけ

Ⅱ 品質・機能の基本的な枠組み

１．対応デバイス（テレビ、ＰＣ、スマホ）

２．確実性（伝送フォーマット、ネットワーク条件、伝送遅延、伝送後の品質、

安全・信頼性、配信条件）

３．映像、音声（映像フォーマット、音声フォーマット、映像・音声・字幕等の同時性）

４．権利保護（著作権保護、地域限定性、プライバシー）

５．利便性（マルチ編成、データ放送、電子番組ガイド、録画、その他）

６．その他（広告差替え、フタかぶせ）

７． 「品質・機能の基本的な枠組み」まとめ

Ⅲ 実装にあたっての主な課題・論点への対応

１．著作権等の権利処理

２．地域制御の有無（手段）

３．住民理解、受信者対策

４．ユーザーアクセシビリティの確保

５．デジタル技術の特性を活かしたサービスの向上

６．放送法との関係等（制度面での検討）

４．ブロードバンド等代替（IPユニキャスト方式）に関する実現
可能性の検討

Ⅰ 実現可能性の検討

１．視聴者における受容性

２．技術的な裏付け

３．費用とのバランス

Ⅱ 結論
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○ 本作業チームでは、これまでの２度の取りまとめを踏まえ、令和５年度実証事業や作業チームにおける議論を通じて、
残された課題・論点等への対応について更なる検討を進めてきた。

○ 実証事業では、試作した放送アプリケーションを利用し、主に受容性・技術面の観点から、ブロードバンド代替（IPユニ
キャスト方式）として妥当性のある品質・機能の基本的な枠組みについて検討を行った。

３次取りまとめの全体像（案）



第１章 本取りまとめにおいて検討した課題・論点
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ブロードバンド等代替（IPユニキャスト方式）に関する実現可能性の検討 4

○ 費用構造の分析等を行い、通信に関する費用、放送APに

関する費用も含めて、ブロードバンド代替に必要な費用を算

定するためのコスト試算モデルを取りまとめ

○ 既存のネット同時配信等サービスを活用した実証事業を実

施。視聴者に一定の受容性があること等を確認

○ ただし実環境とは異なるものであるため、実際の代替に近

い形式で、受容性を検証をすることが必要

○ 放送アプリケーションに関する基礎的調査は実施

○ 「仮置きした品質・機能」をベースに実際の代替に近い形式

で、技術的な検証をすることが必要

○ 著作権等の権利処理等、実装にあたっての課題についても、

具体的な検討が必要

③費用とのバランス

①視聴者における受容性

②技術的な裏付け

実現可能性の検討に関する指摘
（１次取りまとめより）

２次取りまとめにおける検討状況

○ （実現（利用）可能性の検討・判断にあたり、CATV等

と異なり）ＩＰユニキャスト方式の導入・維持に係るコス

トや品質・機能が明らかでない

○ ＩＰユニキャスト方式を放送の代替とする場合の品

質・機能については、受信者の理解、技術的仕組み

や制約等を考慮しつつ、慎重な議論が必要

⇒ 上記指摘を踏まえ、ＩＰユニキャスト方式による

放送の代替の実現可能性については、以下の

要素に分類した上で検討

実
現
可
能
性
の
検
討

品質・機能に関する検討

③コストに関する検討

①視聴者の理解・受容性

②技術的な仕組・裏付け

⇒ 今般の実証事業等において、主に上記①②に関し放

送AP（代替PF)を実装して検証、実現可能性を検討

（⇒ 今回、新たな検討は行わなかったが、２次取りまとめ

の検討を踏まえて品質・機能の整理を行う）

 ブロードバンド等による代替の選択肢となりうるネットワークのうち、CATVネットワーク、ブロードバンドネットワーク（ＲＦ方式、
ＩＰマルチキャスト方式）は既存サービスがあり、その提供範囲・準拠する品質・機能要件の参照により代替可能性を検討可能。

 一方、IPユニキャスト方式は既存サービスがないことから、本作業チームにおいて、IPユニキャスト方式による代替の実現可能性、
導入する場合の品質・機能等の検討を実施。



品質・機能に関する課題・論点（２次取りまとめ時点） 5

【出典】第14回BB等代替作業チーム資料14-2



実装にあたっての課題・論点（２次取りまとめ時点） 6

【出典】第14回BB等代替作業チーム資料14-2



第２章 ＩＰユニキャスト方式の代替プラットフォームにおける
受容性等の検証（令和５年度実証事業）
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令和５年度実証事業の概要

○ ＩＰユニキャスト方式によるブロードバンド代替の可能性等に関する検証
[形態] ・検証対象地域は、小規模中継局エリア： ２地域、 ミニサテライト局エリア： ２地域、 辺地共聴施設エリア： ２地域。

・放送アプリケーションを通じて放送コンテンツを配信
・被験者は、各検証対象地域の合計で400名程度を予定（世帯別調査及び集合検証の合計。当該地域内で被験者を特定して実施。）

① 検証方法の検討
・検証環境や検証スケジュール
・アンケート・ヒアリング項目 等

② 検証の実施
・ＩＰユニキャストBB代替PFを通じた配信の実施（配信期間：令和６年１～２月の一部期間）、被験者へのアンケート・ヒアリング（受容性等）
・辺地共聴施設のケーブルテレビによる代替の実施（ローカル５Ｇの活用を含む）、被験者へのアンケート・ヒアリング（代替の周知方法、辺地共聴
施設に係る課題、ローカル５Ｇを活用した場合における視聴の受容性等） 等

③ BB代替プラットフォームの有効性等の評価
・技術面・運用面等からのBB代替プラットフォームの有効性の評価
・視聴者の受容性評価に基づく品質・機能要件の許容レベル 等

○ ＩＰユニキャスト方式によるブロードバンド代替の可能性に関する総合的な評価等
・ＩＰユニキャスト方式によるブロードバンド代替の品質・機能要件の評価
・今後継続して検討すべき課題を抽出・整理
・辺地共聴施設等のケーブルテレビ代替の円滑な実施に資する取組マニュアルの策定 等

○ ブロードバンド等代替に関する基礎的調査

① 諸外国調査
・３ヶ国を対象に、ブロードバンド等代替に関する制度や導入事例等を調査

② 放送の将来像に関する全国調査
・約9,600名を対象に、ネットアンケート等により、ブロードバンド代替が実施された場合における映像・音声その他機能の必要性等を調査

③ 辺地共聴施設の現状調査
・約8,600施設の自主辺地共聴施設を対象に、施設の現状や課題等を調査

○ 令和５年度の実証事業は、２次取りまとめを踏まえて放送アプリケーション（ＩＰユニキャストBB代替プラットフォーム）を
試作の上、放送コンテンツを配信し、技術的検証、視聴者の受容性の確認等を通じ、代替可能性の総合的評価を行う。

○ 実証事業の成果を踏まえ、作業チームにおいてIPユニキャスト方式による代替の品質・機能等について検討し、令和６
年夏頃までにIPユニキャスト方式による代替の可否について結論を得る（その後、必要な制度的手当を行う）。

8
【出典】第15回BB等代替作業チーム資料15-1（一部修正）



受容性の検討（IPユニキャスト方式の総合的な受容性評価） 9

○ 実際の放送コンテンツの視聴・操作体験を踏まえた総合評価として、「インターネット経由で番組視聴すると
なった場合、受け入れられそうですか」と質問。

○ 「受け入れられない」との回答は全体の約２割であった一方、「受け入れられる」の回答は全体の約６割と前者
を大きく上回り、ＩＰユニキャスト方式による代替が視聴者に受容され得ることが確認された。

「まったく受け入れられない」回答者５名の主なコメント

・ 日によって画質が変化する。輪郭もボケている。

・ 見たい番組が見れない場合があるのは困る。地上波放送番組の
一部が見れないっていうのはよくない。

・ 今まで地上波無料で見ているのに、さらにインターネットにして
有料なんてのは全く受け入れられない。

・ 少し田舎だからと言って、地上波を止めてっていうのはそれは
基本的に受け入れられない。止めるならば全国一律にすべき。

【出典】第19回BB等代替作業チーム資料19-1-1
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○ 映像等関連要素、放送機能関連要素及びその他要素の３つに分け、各項目の検証結果を分析。概要は、以下のとおり。

受容性の検討（IPユニキャスト方式の要素別分析）

【出典】第19回BB等代替作業チーム資料19-1-1



11

○ 実際の視聴・操作体験を踏まえた総合評価として、調査Ｃでは「放送視聴の方法をケーブルテレビに切り替えましたが、この
方法による視聴を受け入れられますか」と質問したところ、「受け入れられる」が多数。

○ 同様に、調査Ｄでは「自宅のテレビ視聴がCATVではなく、ローカル５Ｇに変わった場合、映像や音声の品質面で受け入れら
れますか」と質問。「受け入れられない」との回答は１名のみであった。

調査C

「まったく受け入れられない」回答者２名のコメント

・ 気に入らないのがお金がかかるとか、それだけです。

映像とかだけの話になると全く問題ない。

・ お金がかかるんであればもうTV要らないかな。

調査D

受容性の検討（辺地共聴施設エリアにおける総合的な受容性評価）

【出典】第19回BB等代替作業チーム資料19-1-1



受容性の検討（辺地共聴施設エリアにおける要素別分析） 12

【出典】第19回BB等代替作業チーム資料19-1-1



受容性の検討（分析結果まとめ①） 13

総合分析のポイント 要素別分析のポイント

• 「自宅でインターネット経由で番組視聴をすると
なった場合に受け入れられるか」を尋ねた総合評価
において、ミニサテライト局・小規模中継局の全体
結果は受け入れられるが約59%、受け入れられないが
20%、どちらともいえないが21%との回答となった

• 総合評価を年代別にみると、若年層ほど受容性が高
い傾向がみられた

• インターネット経由の番組視聴をするとなった場合
に最も重視する点は「地上波と同等の画質」が最も
多く、セキュリティや地上波と同等の提供番組、フ
タかぶせも多かった

• 総合評価を受け入れられないとした回答者の評価の
理由は多岐に渡るが、総合的にテレビとの比較劣後
を憂慮するものがみられた

• 辺地共聴施設エリアにおけるCATVへの切替え視聴に
ついては、多くの被験者が受け入れられると回答し
た

○ 代替PFでの放送視聴体験を通じた代替に対する総合的な受容性評価について、受け入れられるが
約59%、受け入れられないが20%、どちらともいえないが21%との回答となった。

【出典】第19回BB等代替作業チーム資料19-1-1
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○ フィールド調査で用いた代替PFの利用体験を通じた総合評価と各機能の受容性の比較から、
「録画・見逃し」「緊急地震速報」「データ放送」「フタかぶせ」はさらなる検討が望まれる。

受容性の検討（分析結果まとめ②）

【出典】第19回BB等代替作業チーム資料19-1-1



15机上検討

○ 期間等の制約により、フィールド調査の代替PFに実装できなかった機能や項目について、机上検討を実施。



16基礎的調査（諸外国調査）

○ 英国、フランス、米国の３カ国について、ブロードバンド等代替に関する制度や導入事例等を調査。

【出典】第16回BB等代替作業チーム資料16-1-1



17基礎的調査（辺地共聴施設の現状調査）

1. 自主辺地共聴施設約８，６００施設にアンケート調査を実施し、３，９８０施設から回答が得られた。

2. 自主辺地共聴施設の世帯数構成は３０世帯以下が７４．７％を占め、そのうち５世帯以下の施設が

１９．６％を占めている。

3. 組合の経営状況について、年間収入が１０万円未満は５２．５％、同様に年間支出が１０万円未満は

６３．５％を占めた。

4. 組合費は、「定期的に徴収している」が７５．８％を占めて最も多く、「必要な場合その都度徴収」と

合わせると８８．９％の施設が維持運営費を何らかの手段で徴収している。世帯当たりの徴収年額は、

有効回答数３，０１８件の平均で８，３６３円/年(６９６円/月）となった。

5. 施設更新のための積立ては、４０．５％の施設が行っている。

6. 施設更新について、３年以内をめどとする施設は１０．１％であった。なお、意向なしとした施設の

一部において、「更新の必要性は認識するも先送りしている」、「資金の目処が立たないため」など

というコメントがあったことに留意が必要。

7. ケーブルテレビへの移行を希望する施設は１１．７％となっており、希望するとした施設に対して、

ケーブルテレビ移行が許容される月額利用料を確認したところ、１，０００円未満と回答した割合は

３６．３％、１，０００円以上２，０００円未満は２２．１％であった。なお、アンケートの回答は

代表者が記入しているため、必ずしも、組合の総意とは限らない点に留意が必要。

○ 全国の辺地共聴施設を対象に、現状を調査し運営の実態を把握した。

【出典】第16回BB等代替作業チーム資料16-1-1を一部更新
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第３章 ＩＰユニキャスト方式による放送の代替に関する
品質・機能等の基本的な枠組み



作業チームにおける「品質・機能」の位置付け

○ 本作業チームにおいてIPユニキャスト方式による放送の代替の可能性を検討するにあたっては、統一
的な規格や同種のサービスが存在していなかったことから、既存の放送の方式や動画配信サービスに
おける品質・機能を踏まえつつ、視聴者の視聴体験の程度が大きく変わらないよう、IPユニキャスト
方式による放送の代替の品質・機能を仮置きし、それを前提として評価することとしてきた。（作業
チーム１次取りまとめ（令和４年８月））。作業チームでは、これまで、この「仮置きした品質・機
能要件」をベースとして、議論や実証事業を行い、その結果を踏まえて、「品質・機能要件」の見直
しを続けてきた（作業チーム２次取りまとめ（令和５年１０月））。

○ 本章では、「品質・機能要件」に関するこれまでの作業チームにおける議論や実証事業、机上検討等
を踏まえて、実際にIPユニキャスト方式による放送の代替を行う場合に、各構成要素における視聴者
の受容性や、技術面等において実現可能であることなどの観点から、関係者間において共有する枠組
みとして考えられる品質や機能を、本作業チームにおける「品質・機能の基本的な枠組み」として整
理することとする。（２次取りまとめにおける「青写真（ブループリント）」と同趣旨のものとして
整理。）

○ なお、本作業チームの「品質・機能の基本的な枠組み」は、あくまでも受容性・技術面等の観点から、
放送の代替として妥当性のある品質・機能を示すものであり、品質・機能の提供主体や実現方法につ
いては、制度上の整備等が行われる段階で、整理されるべきものと考えられる。すなわち、実際の実
装段階において、視聴者の視聴体験をより向上させるような品質・機能を提供することを妨げるもの
ではない。
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品質・機能の基本的な枠組み

担保
事項

規定
項目

規定内容

２次取りまとめ内容
実証事業における

検討結果

品質・機能に関する基本的な枠組み

仮置きした要件
備考（今後の
検討事項等）

基本的枠組み 補足（今後の
検討事項等）

対応デバイ
ス

テレビ
スマートTV向け
アプリ

STB、ドングル等の
活用可能性や特定の
OSに依存しない形で
の実現可能性を検討

・1種類の標準OSに対応した視聴アプリをス
ティック型端末（Fire TV Stick）で利用を
実装したところ、簡単な操作で高い受容性
により実現可能であることが確認された。

HDMI入力端子を備えたTV
（STB、ドングル等により
実現可能な入力機能を有
するもの）又はスマート
TV向けアプリ

PC、スマホ

PC・スマホなどでの
視聴可能性について
検討（視聴ソフト
ウェア、アクセス制
御方法等）

・タブレットによる視聴・操作を実装した
ところ、簡単な操作により実現可能である
ことが確認された。
・アンケート・ヒアリング調査において、
PC、スマートフォン、タブレットについて、
視聴ニーズが高いことが確認された。
・机上検討において、PC、スマートフォン、
タブレットについて、機器を保有していな
い視聴者向けの対策が必要であり、運用コ
ストが高くなるが、録画が実現可能であり、
構築・導入コストが安価で、提供までの期
間が短いことが確認された。

付加的な手段として、
PC、スマホ、タブ
レットによる視聴環
境の構築についても
検討することが望ま
しい

確
実
性

伝送
フォー
マット

IPアドレス
ISPのサービス仕
様に依存

・現在の仮置きの要件を実装したところ、
実現可能であることが確認された。
・アンケート・ヒアリング調査において、
遅延について、一定の受容性が確認された。
・机上検討において、低遅延配信技術
（CMAF等）について、実現可能であること
が確認されたものの、映像品質が劣化する
恐れがあるとの検討結果が出た。

視聴者の視聴環境を踏ま
えつつ、伝送路及び受信
端末における適切な伝送
フォーマットで送信する
こと

・実証事業において、
仮置きした要件※を実
装したところ、実現
可能であることが確
認された

※IPｱﾄﾞﾚｽ：ISPのサー
ビス仕様に依存/多重
化方式：MPEG2-TS又は
ISOBMFF/伝送信号の構
成：IPによる配信(HLS
又はMPEG-DASH)

多重化方式
MPEG2-TS又は
ISOBMFF

伝送信号の構
成

IPによる配信
(HLS又はMPEG-
DASH)

低遅延配信技術
(CMAF等)について検
証

緊急警報信号
の構成
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担保
事項

規定
項目 規定内容

２次取りまとめ内容
実証事業における

検討結果

品質・機能に関する基本的な枠組み

仮置きした
要件

備考（今後の
検討事項等） 基本的枠組み 補足（今後の

検討事項等）

確
実
性

伝送
損失

パケット損失
率

－

ネッ
ト
ワー
ク条
件

ネットワーク
制御

ベストエフォート －

通信容量

6.0Mbps(1080p)
3.0Mbps(720p)
1.5Mbps(540p)
768kbps(360p)
384kbps(252p)
192kbps(180p)

・高画質（6Mbps（1080p））、中画質（3Mbps
（720p））、低画質（1Mbps（480p））を実装
したところ、実現可能であることが確認された。
・アンケート・ヒアリング調査において、高画
質、中画質は受容性が高いが、低画質は受容性
が低いことが確認された。

映像符号化方式を踏
まえながら、視聴者
が視聴に耐えうる十
分な容量が確保され
ること

伝送
遅延

映像・音声・
データの伝送
遅延

約30秒程度
※フタかぶせなし
(放送と同内容)を
前提

低遅延配信技術
(CMAF等)について
検証

・実証事業においては、環境により約50秒程度
の伝送遅延が発生した。この遅延を前提にアン
ケート・ヒアリング調査を実施したが、一定の
受容性が確認されている。
・机上検討において、低遅延配信技術（CMAF
等）について、実現可能であることが確認され
たものの、映像品質が劣化する恐れがあるとの
検討結果が出た。

実際の放送アプリ
ケーションの仕様等
を踏まえつつ伝送遅
延を短縮させること

緊急警報信号
の遅延

何らかの方法で緊
急信号にともなう
通知を行うと考慮

・低遅延プッシュ
型配信（MTE等）
について検討

・アンケート・ヒアリング調査において、緊急
警報信号の遅延について、一定の受容性が確認
された。また、９割弱の被験者が「携帯電話
（スマホ）など」で情報を受け取ると回答し、
その割合は「テレビ」で受け取ると回答した者
よりも多かった。
・机上検討において、低遅延プッシュ型配信技
術（MTE等）について、端末の電源OFF時や録画
視聴中には受信が不可能であること、利用する
プロトコルに制限があること等が示された。

・緊急警報信号の内
容を速やかに表示さ
せること

・プッシュ通知の技
術の実装

データ放送の
待ち時間

・BMLからHTMLへ
の変換等の実装方
法とそれに伴う実
現可能な性能は未
検討

・アンケート・ヒアリング調査において、デー
タ放送について、使用しているとの回答が多
かったが、なくなっても困らないという回答が
多かった。使用目的としては、「気象・災害情
報」が圧倒的に多かった。
・机上検討において、データ放送について、技
術的に実現が困難なことが示された。

・技術的に一定程度の実装
は可能であるが、現時点で
現行の放送と同等のデータ
放送機能を実現することは
困難と確認された

21品質・機能の基本的な枠組み



担保
事項

規定

項目
規定内容

２次取りまとめ内容

実証事業における検討結果

品質・機能に関する基本的な枠組み

仮置きした
要件

備考（今後の
検討事項等）

基本的枠組み
補足（今後の
検討事項等）

映像
・
音声

映
像
フ
ォ
ー
マ
ッ
ト

有効走査線数

1080
720
540
360
252
180
※ABR機能を採用

・有効走査線数及び走査方式については、
高画質（1080p）、中画質（720p）、低画質
（480p）、フレーム周波数については、
30/1.001Hzを実装したところ、実現可能で
あることが確認された。その他の項目につ
いては、仮置きした要件どおりに実装した
ところ、実現可能であることが確認された。
・アンケート・ヒアリング調査において、
高画質、中画質は受容性が高いが、低画質
は受容性が低いことが確認された。
・ABRは受け入れられないとの回答が多いこ
とが確認されたが、画質が低下しても、映
像は中断しないほうが望ましいとの回答が
多いことが確認された。

・720以上での設定ができ
ること
・特段の事情がなければ、
有効走査線数1080以上で
の提供を行うこと
・ABR機能を実装すること

走査方式 順次 順次

フレーム周波数 30/1.001Hz 30/1.001Hz

画面の横と縦の
比

16:9 16：9

色域

輝度信号及び色
差信号
（ITU-R BT.709
）

輝度信号及び色差信号
（ITU-R BT.709）

映像符号化 H.264
符号化方式は指
定しない

IP再放送映像の
品質

音声
フォ
ー
マッ
ト

最大入力音声
チャンネル

5.1ch

・最大入力音声チャンネルについて、ステ
レオ×２chを実装したところ、実現可能で
あることが確認された。その他の項目につ
いては、仮置きした要件どおりに実装した
ところ、実現可能であることが確認された。
・机上検討において、5.1chについて、実
現可能であることが確認された。

・2ch
・5.1chの入力音声も実現
できる機能の構築を推奨
する

サンプリング周
波数

48kHz 32kHz以上（基幹放送の
フォーマットに準ずる）

音声の量子化
ビット数

16bit 16bit以上

音声符号化 MPEG-2 AAC 符号化方式は指
定しない
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担保
事項

規定
項目

規定内容

２次取りまとめ内容

実証事業における検討結果

品質・機能に関する基本的な枠組み

仮置きした
要件

備考（今後の
検討事項等）

基本的枠組み
補足（今後の
検討事項等）

映像
・
音声

映像・
音声・
字幕等
の同時
性

映像と音声のタ
イミング誤差

１フレーム以内 ・映像と音声のタイミング誤差については、
オリジンサーバからの送信において、1フ
レーム以内を実装したところ、実現可能であ
ることが確認された。
・字幕表示（外字への対応）を実装。高い受
容性により実現可能であることが確認された。
・字幕機能についてはアンケート・ヒアリン
グ調査において、個人的な必要性は低いが、
社会的な必要性は高いことが確認された。
・字幕表示タイミング誤差については、今回
の実証事業の利用機種／実行環境において、
基本的に問題がないことが確認された。

１フレーム以内

字幕表示タイミ
ング誤差

放送用字幕を変
換して配信
(WebVTT/TTML)

・タイミング精度や
外字等の扱いについ
て検討

・表示切替機能等、字
幕を表示する機能

・放送での字幕の表示
タイミングに合わせて、
速やかに表示させるこ
とが望ましい

緊急地震速報
（文字スーパー
によるもの）

速やかに表示さ
せることが望ま
しい

・低遅延プッシュ型
配信（MTE等）につ
いて検討

・アンケート・ヒアリング調査において、緊急
地震速報の遅延について、一定の受容性が確認
された。
・机上検討において、低遅延プッシュ型配信技
術（MTE等）について、端末の電源OFF時や録画
視聴中には受信が不可能であることや利用する
プロトコルに制限があること等が確認された。

・速やかに表示させるこ
と

・プッシュ通知の技術の
実装

イベントメッ
セージの表示タ
イミング誤差

－
時刻指定発火
サービスのタイ
ミング誤差

受信機の内部時
計誤差

権利
保護

著作権
保護

コンテンツ保護
機能

AES128bit相当
の暗号化

・DRM対応等で実装
できると想定してい
るが詳細は未検討

・AES128bit相当の暗号化として、Widevine 
DRMによる暗号化を実装したところ、実現可能
であることが確認された。

AES128bit相当以上の暗号
化

実効性

限定受信
システム
(CAS)

スクランブル方
式

－
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担保
事項

規定
項目

規定内容

２次取りまとめ内容

実証事業における検討結果
品質・機能に関する基本的な枠組み

仮置きした
要件

備考（今後の
検討事項等） 基本的枠組み

補足（今後の
検討事項等）

権
利
保
護

地域限
定性

サービス提供
区域

サービス提供区
域は、代替する
小規模中継局等
の放送エリアに
同じ

・制御の実装方式と合
わせて実現可能な制御
の粒度（視聴制御、同
時視聴数制御）等につ
いて要検討
・対象世帯が数世帯だ
けなどNWだけでの制御
が難しい場合も想定さ
れ、その場合には受信
世帯毎のID等での管理
も必要と想定
・全国の放送局共通の
仕組みとして詳細検討
が必要と想定

・ユーザIDによるアクセス制限を実装した
ところ、実現可能であることが確認された。
・机上検討において、複数の手法（ユーザ
ID、IPアドレス、GPS等）のメリット・デメ
リットについて考察がなされた。

サービス提供区域は、
代替する小規模中継
局・辺地共聴施設等の
放送エリアに同じ

意図しない送
信の排除

－

プライ
バシー

視聴履歴 特殊な対応なし
・視聴データの活用方
法について検討

・アンケート・ヒアリング調査において、
個人の視聴データを取得されることに対す
る不安をインターネットならではの便利な
機能への期待が大きく上回る結果となった。
・具体的な機能としては、個人向けおすす
め番組の情報提供への期待が最も多かった。

視聴データの活用に
ついては、視聴者
ニーズを踏まえつつ、
実装方法の具体化が
進められる中で、適
切に検討されること
が望ましい

利
便
性

マルチ
編成

提供機能 マルチ編成あり
・机上検討において、マルチ編成について、
実現可能であることが確認された。

マルチ編成あり

データ
放送

提供機能
・提供の在り方につい
て検討

・アンケート・ヒアリング調査において、
データ放送について、使用しているとの回
答が多かったが、なくなっても困らないと
いう回答が多かった。使用目的としては、
「気象・災害情報」が圧倒的に多かった。
・机上検討において、データ放送の実現に
ついて、技術的に実現が困難なことが示さ
れた。

・技術的に一定程度の
実装は可能であるが、
現時点で現行の放送と
同等のデータ放送機能
を実現することは困難
と確認された
・制度上の整理など別
途検討が必要
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担保
事項

規定
項目

規定内容

２次取りまとめ内容

実証事業における検討結果

品質・機能に関する基本的な枠組み

仮置きした
要件

備考（今後の検討
事項等）

基本的枠組み
補足（今後の
検討事項等）

利便
性

電子
番組
ガイド

提供機能

番組表の提供
番組表からの
チャンネル切替
え機能

・番組表と録画・
ダウンロード番組
や見逃し配信番組
とのリンク機能に
ついて検討

・番組表、番組表からのチャンネル切替え機能、
番組表と見逃し配信番組とのリンク機能を実装
したところ、簡単な操作で高い受容性により実
現可能であることが確認された。
・アンケート・ヒアリング調査において、番組
表及び番組表からの録画番組とのリンク機能に
ついて、ニーズが高いことが確認された。

・番組表の提供

・番組表からのチャンネ
ル切替え機能

番組表と録画、ダウ
ンロード番組や見逃
し配信番組とのリン
ク機能の提供につい
ては、配信の形態に
応じて、実装に向け
た検討が必要

エンジ
ニアリ
ング

提供機能 －

その他

選択可能チャ
ンネル

対象地域におけ
る地デジ放送を
前提とする

・視聴者視点では
民放も同時にBB代
替されることを勘
案する必要（実装
の詳細については
未検討）

・NHK・民放独自編成の2chを実装したところ、
実現可能であることが確認された。

対象地域における地デジ
放送を前提とする

放送アプリケー
ションについて
はNHK単体（総合、
Eテレ）を中心と
した検討

同時視聴及び
録画

平均同時視聴可
能数:２

・机上検討において、同時視聴可能な最大数は
端末の総数やCDN等のコストへの影響を考慮す
る必要があることが示された。

同時視聴数は１世帯当た
り２チャンネル以上また
は２端末以上とすること
が望ましい

録画（ストリー
ミング動画の蓄
積）の代替機能
として、ファイ
ルダウンロード
機能及び見逃し
配信機能

・録画（ストリー
ミング動画の蓄
積）の実現可否に
ついて検討

・アンケート・ヒアリング調査において、録画
についてはニーズが高く、見逃し配信では番組
の網羅性や配信期間の点で、充足されないこと
が確認された。
・机上検討において、現時点では、STBでの録
画は可能だが、ドングルでの録画はストレージ
の実装等実現が困難であることが確認された。
また、録画の手段として、端末側に番組を保存
する端末録画方式と配信PFに放送済番組を保存
する見逃し配信方式があることが示された。

録画（ストリーミング動
画の蓄積）など、放送後
であっても視聴者が放送
番組を視聴できる環境が
確保されていること

・引き続き課題の整
理は必要
・番組の網羅性や配
信期間などの点で、
視聴者に録画機能と
同等の視聴体験を提
供できるのであれば、
録画の代替機能とし
て選択可能とする
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担保
事項

規定
項目

規定内容

２次取りまとめ内容

実証事業における検討結果

品質・機能に関する基本的な枠組み

仮置きした
要件

備考（今後の
検討事項等） 基本的枠組み

補足（今後の
検討事項等）

利
便
性

その
他

複数サービス
同時提供時の
条件

－

受信機の使用
感

可能な限り、地デ
ジ受信機と同等の
操作性

・1種類の標準OSに対応した視聴アプリのス
ティック型端末（Fire TV Stick）での利用を
実装したところ、簡単な操作で高い受容性によ
り実現可能であることが確認された。

インターネットによる動
画配信と同等以上の操作
性を確保すること

チャンネル切
替え時間

可能な限り、シー
ムレスなチャンネ
ルの切替えが可能
なもの

・同上
可能な限り、シームレス
なチャンネルの切替えが
可能なもの

解説放送

２か国語放送・解
説放送あり

・副音声を実装したところ、実現可能であるこ
とが確認された。
・アンケート・ヒアリング調査において、２か
国語放送・解説放送について、個人的な必要性
は低いが、社会的な必要性は高いことが確認さ
れた。

解説放送あり

２か国語放送 ２か国語放送あり

確
実
性

伝送
後の
品質

サービス品質

QoE/QoSの監視

・一般的な配信システム監視以外に動画配信監
視サービス（NPAW）を実装したところ、実現可
能であることが確認された。
・机上検討において、品質把握は、配信PF～端
末間のEnd-to-Endを対象として、時間ごとの視
聴端末数、パケット損失・リバッファリング、
視聴されている映像フォーマット、視聴アプリ
ケーションのエラー等について分析してはどう
かとの提案等が示された。

適切な手法で監視される
べき

音声品質

マルチ編成の
品質

データ放送の
品質

安
全・
信頼
性

耐震対策

既存の放送事業、
電気通信事業等で
の基準に準拠

・放送アプリケー
ションのシステム構
成は未検討
・CDNは未検討

―

既存の基準を踏まえて、
一定程度確保されること

安全・信頼性として
規定する項目も含め、
将来的な制度整備等
の可能性を見すえつ
つ、引き続き要検討

停電対策

サイバーセ
キュリティ対
策

・アンケート・ヒアリング調査において、サイ
バーセキュリティについて、気になるとの回答
が多数であることが確認された。

26品質・機能の基本的な枠組み



担保
事項

規定
項目

規定内容

２次取りまとめ内容

実証事業における検討結果

品質・機能に関する基本的な枠組み

仮置きした
要件

備考（今後の検討事
項等） 基本的枠組み

補足（今後の
検討事項等）

確実
性

配信
条件

オリジンサーバ

クラウドサービ
ス、CDNサービス
の利用を前提と
した準拠

・放送アプリケー
ションにおける詳細
のシステム構成等は
未検討

・放送コンテンツが放送局内のリアルタイムエ
ンコーダからインターネット経由で配信PF内の
オリジンサーバに伝送され、番組表管理システ
ムとリンクの上、CDNを経由して端末に配信さ
れるシステム構成により放送アプリケーション
を実装したところ、実現可能であることが確認
された。
・机上検討により「放送波受信」の構成が実現
可能であることが確認された。

CDNの利用
（利用有無、契
約条件、目標と
するユーザ視聴
体験の設定等）

CDN利用
・CDNサービスの詳
細仕様等は未検討

CDN利用を妨げない

その
他

広告差替え
・広告差替えの有
無・方法等は未検討

―
実施しない

著作権法上「地域限定
特定入力型自動公衆送
信」として実施される
場合、「同時配信」が
前提となる

フタかぶせ
なし（放送と同
内容）

・NHKチャンネルでは「NHKプラス」のフタを、
民放独自編成チャンネルでは番組間に請負事業
者が作成した独自のフタを挿入した。
・アンケート・ヒアリング調査において、「番
組の一部がフタかぶせで視聴できなければ、そ
の場面により不満が残る」、「フタかぶせは全
く受け入れられない」との回答が多いことが確
認された。

なし

実装の際は、配信の形
態により著作権法上の
取り扱いが異なること
を踏まえて、適切な権
利処理を行う必要があ
る

27品質・機能の基本的な枠組み



実装にあたっての課題・論点（２次取りまとめ時点） （再掲） 28

【出典】第14回BB等代替作業チーム資料14-2
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○ コンテンツWGから総務省と文化庁との間で整理されたBB代替に係る著作権法上の取り扱いにつき以下の解釈が提示された。
・ 一般的な放送コンテンツのネット配信に近い形態で行われる配信は、現行の著作権法に照らすと著作権法上「放送同時配
信等」に該当すると考えられる。

・ 放送波を受信し、同時に配信用データを生成し、再送信する形態で行われる配信は、BB代替の地域を放送対象地域内に
限定した形であれば、著作権法上「地域限定特定入力型自動公衆送信」に該当すると考えられる。

○ コンテンツWGの構成員より、「一般的な放送コンテンツのネット配信に近い形態より、放送波を受信し、配信用データを
生成し、再送信する形態が現行の著作権法上権利処理が円滑に進むことが期待できる。」との見解が示された。

○ ＩＰユニキャスト方式による放送の代替を実施した場合において、著作権法上の取扱いが整理され、とりわけ「地域限定特
定入力型自動公衆送信」に該当する形態で行われる配信では、現行著作権法における権利処理が円滑に進む可能性が示された。

○ 他方、著作権等の権利処理については、配信するコンテンツの内容や形態等により、その対応方法が変わりうるものとも考
えられる。作業チーム及び同ワーキンググループの議論を参考にしつつ、その配信の内容や形態等を踏まえ、著作権等の権利
処理を行うことが適切である。

１. 著作権等の権利処理

○ 実証事業においては、地域制御の手段としてユーザーＩＤを用いたが、特段の問題は生じなかった。また、実証事業と同時
に実施した机上検討において、その他の手段である、IPアドレス、GPS等についても検討したが、いずれにもメリット・デメ
リットがあり「特定の手段が、他の手段と比較して優位である」との結論には至らなかった。

○ 作業チームでは、構成員より、「特定の手段によらず、視聴端末に応じて各手段の組み合わせが重要」、「地域の人たちの
利便性を第一に考えた、なるべく簡便な方法を取ることが望ましい」旨の意見。

○ 実証事業の結果や作業チームの議論も参考にしつつ、配信の内容や形態等を踏まえた手段を選択することが適当である。

２．地域制御の有無（手段）

２次とりまとめにおいて「今後の検討課題・論点」とされた事項について、実証事業の結果や作業チームにおける議論
等を踏まえて以下のとおり整理。

実装にあたっての課題・論点に対する検討の方向性①
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○ 代替PFにおける視聴体験を通じた総合的な受容性評価では、全体の約６割が「受け入れられる」と回答。「受け入れられ
ない（20%）」・「どちらとも言えない（21%）」を大きく上回った。

○ 放送事業者等においては、今回の実証事業の結果等を参考にしつつ、放送の代替を実施しようとする地域の環境や事情等を
踏まえ、総務省等の行政機関とも協力しながら住民理解等を得られるようにしていく必要がある。

３. 住民理解、受信者対策

○ チャンネル切替えについて、操作性等では「比較的簡単で受け入れられる」との回答が多く、反応時間の点では「普段と
変わらない」・「遅い」がほぼ同数で多い結果を踏まえ、「可能な限り、シームレスな切替えが可能なもの」が実装される
ことが適当である。

○ 副音声（解説放送・２か国語放送）や字幕については、技術的に実現可能であることが確認された。また、アンケート調
査では、公共性のあるサービスとして重要との意見が多数であったことも踏まえ、実装されることが適当である。

４. ユーザーアクセシビリティの確保

○ 録画について、視聴者ニーズが高く見逃し配信等では充足されないことが確認された。また、机上検討において録画（ス
トリーミング動画の蓄積）が技術的に実現可能と確認された。受容性の観点から、放送後であっても視聴者が放送番組を視
聴できる環境が確保されることが適当であるが、一方で、権利処理を含む課題の整理が必要である。

○ PC・スマホ等による視聴については、簡単な操作により実装可能であり、視聴者ニーズが高いことが確認された。デジタ
ル技術の特性を活かしたサービス向上の観点から、付加的な手段として視聴環境の構築について検討されることが望ましい。

５. デジタル技術の特性を活かしたサービスの向上

○ IPユニキャスト方式による放送の代替が、放送法の趣旨に照らして適正なものとして実施されるためには、技術的観点の
みならず、親会等において議論された制度的な観点等を踏まえた検討が必要と考えられる。

○ 放送で実現されている品質・機能の一部については、IPユニキャスト方式を用いて代替を実施しようとする場合に、達成
が困難であった（例えばデータ放送について、現時点では、現行の放送と同等の機能を実現することが困難）。

○ IPユニキャスト方式の技術的な制約により、代替前の放送と同等の品質・機能を達成できない状況が生じうることについ
て、制度上どのように整理されるべきか等についても、今後、総務省において関係者等とともに検討されるべき課題の一つ
と考えられる。

６. 放送法との関係等（制度面での検討）

実装にあたっての課題・論点に対する検討の方向性②
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第４章 ブロードバンド等代替（IPユニキャスト方式）に関する
実現可能性の検討
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○ ２次取りまとめにおける費用構造分析等を踏まえ、視

聴者の受容性と実現に必要となるコストと機能を外形的

に考慮した「品質・機能等の基本的な枠組み」を整理。

○ 既存中継設備よりも費用を抑制できるIPユニキャスト方

式を含めたBB等代替の検討が可能な状況に至った。

○ 実証事業では、作業チーム２次取りまとめで整理した

「仮置きした品質・機能要件」をベースに放送アプリケー

ション（代替PF）を構築し、実際に放送コンテンツを配信

した上で、視聴者にアンケート調査等を実施。

○ ＩＰユニキャスト方式の品質・機能等を構成するさまざま

な要素について、視聴者の一定の受容性を確認。

○ 実証事業において導入した品質・機能については、技

術的にも十分実現可能であることが判明。

○ 実証事業において導入できなかったそれ以外の品質・

機能についても、机上検討を実施し、技術的に実現でき

る可能性が高いことを確認。

③費用とのバランス

①視聴者における受容性

②技術的な裏付け

○ これまでの議論や実証事業等を踏まえて整理さ

れたＩＰユニキャスト方式の品質・機能は、一般の

視聴者において一定の受容性があるものと考えら

れ、また、技術的な仕組み等の面でも実現可能と

認められると考えられる。

○ 放送事業者等が、品質・機能の基本的枠組みを

踏まえてＩＰユニキャスト方式により放送コンテンツ

の配信を行うことは、放送の代替手段となり得るも

のと考えられる。

○ ただし、ＩＰユニキャスト方式には技術的制約があ

るため、制度面における課題については、本作業

チームにおける議論や親会における議論の結果

を踏まえて、総務省が関係者等とともに検討し、課

題解決に向けた取り組みを進めるべきと考えられ

る。

※ 放送事業者等は、BB等代替を検討するにあたっては、
これまで作業チームで行われた議論や実証事業の結果
等を参考にしつつ、各地域の中継局共同利用推進協議
会等において、代替を行おうとする地域の環境を考慮
した費用算定を行い、既存設備の維持・更新費用と比
較検証した上で、住民理解を得られるように、対象中
継局及び代替手法の選定などを検討していくことが求
められる。

実現可能性の検討 結論
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参考



今後のスケジュール（案）
令和 ６年（2024年）

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月以降

検討状況報告

【第22回：8月7日】
・検討結果取りまとめ
骨子案検討

【第23回：9月4日】
・検討結果取りまとめ

【第20回：5月22日】
・中間整理
・実証事業を踏まえ
た技術的検討

親会に報告

親会

BB等代替作業チーム

第３次取りまとめ（案）
意見募集

意
見
募
集
結
果

【第21回：7月18日】
・品質・機能要件案

【第26回：5月24日】

34

【出典】第20回BB等代替作業チーム資料20-1より一部修正
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